





















　そして、翌 1887 年 6 月 26 日には、さらに詳細な通商問題（商務）と国境
問題（界務）に関する取り決めとして、「続議商務専条」と「続議界務専条」
が両国間において締結された（通称「コンスタン条約」）4）。この 2 つの「専
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条」の本文には領事設置に関する条項は盛り込まれていない。しかし、「専
































































第 1 節　ベトナム問題と清仏戦争 12）








さらに強硬な姿勢で臨み、同年 8 月 25 日には第 1 次ユエ条約によってベト
ナム保護国化を強行した。軍事的にもベトナムへの介入を始めていた清朝側
（正規軍と黒旗軍）は敗退を重ね、ソンタイ（山西）での敗北（1883 年 12
月）に続き、84 年 3 月にはバクニン（北寧）の会戦でも敗北を喫した。北
京ではその責任を問われて 4 月 8 日には政変が起こり、長く清朝の内政・外
政の中心にあった恭親王奕訢らが失脚、代わって醇親王奕譞、慶郡王奕劻、
孫毓汶らが政権を掌握した（甲申易枢）。まもなく、対仏交渉を命じられた











拠となる 14）。一方、フランスは 6 月 6 日に第 2 次ユエ条約をベトナム政府











優勢に立ちながら、海上では台湾や福建で敗退を重ねていた。1884 年 10 月
以降、ロバート・ハート（Robert Hart）による調停工作（調停案 3 ヵ条）が
行われ、中国海関ロンドン局長のダンカン・キャンベル（Duncan Campbell）
をパリに派遣して、フランスの首相兼外相フェリーと直接交渉を行わせた。
1885 年 3 月 29 日、清朝軍がフランス軍を破ってランソンを奪還すると（諒
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節を天津もしくは北京に派遣し詳細な条約について協議することが定められ
た。
第 2 節　天津条約（1885 年）
　パリ議定書の規定に基づいて正式な停戦条約の締結交渉が天津もしくは
北京で行われることになった。この時、新外相フレシネ（Charles Louis de 
Freycinet）の指示を受けて条約草案 10 カ条を作成したのが、フランス外務
省政治局副局長のコゴルダンである 15）。1885 年 4 月 19 日、コゴルダンはキャ
ンベルに条約草案を提示したが、第 2 条（ベトナムに対するフランスの保護
権の承認）、第 5 条（通商地と領事の設置）、第 6 条（通商地における課税）、
第 10 条（既存の条約の扱い）については合意に至らなかった 16）。その際、
コゴルダンはキャンベルに次のように伝えたという。
講和条約では、どんな形であれ通商関係を規定する基礎が必ず示されな























　5 月 25、26 日の 2 日間にわたって、キャンベルはフランス語から英語に
訳したフランス側の条約草案を北京のハート宛に電報で送信し、ハートはそ
れを総理衙門に転送する 20）。しかし、5 月 11 日にフレシネから駐清公使パ
トノートルに宛てた電報では、この第 5 条・第 6 条は「保留（Réservé）」と
されていた 21）。領事設置について双務的な条文となっているこの第 5 条・
第 6 条は、清朝内におけるフランス側の通商上の権益拡大が規定される一方
で、清朝側のベトナムにおける通商上の権益も互恵的に認められていた。そ
のため、フランス本国において異論があったのかもしれない。第 5 条・第 6
条に関する決定内容は、22 日の晩になりようやく本国からパトノートルに
知らされ 22）、若干の修正（第 5 条から「通商碼頭之数若干」の語を削除）23）
を経て、29 日には清仏間で合意に至っている。
　以上の交渉を経て、6 月 9 日に天津条約（李鴻章・パトノートル条約、「会
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酌」）を経れば（d’accord avec le Gouvernement français）、ベトナム北部の「各
大城鎮」に領事を派遣して駐在させられること（第 5 条）が規定された。さ
らに清朝側の雲南・広西・広東とベトナム北部との間の陸路通商章程を別に































































関する追加条約を締結するため、1885 年 8 月、天津条約のフランス側草案
を作成したコゴルダンをその全権使節に任命した（そのまま駐清公使に就
任）28）。コゴルダンは中国へ出発する前に清朝との通商条約の草案を作成し、
北京到着後さっそく 24 カ条の条約草案を総理衙門に送付する 29）。そのうち
通商地と領事設置に関する条文は次のようなものであった 30）。
　第 1 条　雲南・広西・広東各省のいくつかの地を通商地として開放する。
　第 2 条　 フランスは通商地に領事などの官員を派遣することができ、フラ
ンス人およびフランスの保護民は通商地において商店や倉庫を開
設することができる。









































エール François Edmond Bruwaert）34）・領事（ブゾール Georges Gaston Servan 
de Bezaure）35）・通訳（ヴィシール Arnold Jaques Antoine Vissière）36）と、清朝
側の天津海関道・周馥（伍廷芳も同席）との間で、4 次にわたる予備交渉
が行われた。そのうち、第 1 次（1886 年 1 月 16 日）37）と第 3 次（同月 21
日）38）に行われた予備交渉は、国境貿易における関税問題が中心であり、
ここでは立ち入らない。
























































































































　周　 新約内の「威望体面」の 4 字とは、こうしたことを指していっている















ち、第 2 次交渉を除く 3 回の交渉において領事設置問題が協議された。第 1
































　コ　 「新約第 5 条に基づいて、中国は現今ハノイ・ハイフォンの 2 カ所に
領事官を設置できる」と規定してはどうか。










































　つづく第 2 次交渉は 1886 年 2 月 25 日に行われ、この時は、①ベトナム華
人の人頭税の軽減、②国境通行（護照・保護・武器携行）、③関税について
協議され、前述したとおり、領事問題についての協議は行われなかった 46）。
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　李　 華人とフランス人との訴訟は「会審」にしてもよい。「会審」につい
てははっきりしないところがあるが、イギリスとの煙台条約（1876































































































































　李鴻章とコゴルダン両全権による第 4 次交渉が行われた 1 カ月半後の




　第 1 条　 両国は、新約（天津条約）第 5 条にしたがい、現今において指定
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は芳しいものではなく、清朝側にすこぶる有利な内容と受け取られ、コゴル
ダンはまもなく駐清公使を解任され、代わってコンスタンが駐清公使となっ
た。その後、コゴルダン条約はフランス本国において 1888 年 11 月 31 日に


























































開が取り沙汰されたのは、前年の 1886 年 7 月に清英間で締結されたビルマ・
チベット協定において、イギリスに併合されたビルマから「10 年に 1 度」
清朝に対して官員を派遣するとの取り決めがなされたためであった 69）。





































パに 8 年駐在していた曾紀沢は、この前年の 1886 年 5 月に駐英公使の任を
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駐英公使時代の部下（駐英公使館参賛）でイギリス人のハリディ・マカート
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of the Treaty of Tianjin in April 1885, in which the Chinese government unwillingly 
approved Vietnam’s becoming a protectorate of France. However, in the year after 
this  treaty was  signed, during  the border and commerce negotiations between 











favored-nation status  to Chinese consuls,  foreign officials were not permitted  to 
exercise jurisdiction in another country’s territory. 
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China’s demands were based on  its  intention  to ensure  that France did not 








government continued  to  insist on Vietnam being  its  tributary. Nevertheless,  the 
Chinese government arranged for  the King of Vietnam to honor China during the 
negotiation of the treaty with Ernest Constans in 1887. In short, when the negotiation 
of  the  treaty with Georges Cogordan concluded  in 1886, China abandoned  its 
attempt to acquire consular jurisdiction in Vietnam, marking this as the final stage of 
the dispute concerning suzerainty over Vietnam between China and France.
